
指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該
当者及び予備群の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導実施率
○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に
基づく受診勧奨等の取組の実施状況

○がん検診受診率
○歯科健診受診率

指標③生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
○特定健診受診率向上の取組実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況
○個人へのインセンティブの提供の実施
○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況
○重複投与者・多剤投与者に対する取組
○薬剤の適正使用の推進に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進等に関する取組の実施状況
○後発医薬品の促進等の取組・使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況

○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標④ 地域包括ケア推進・一体的実施の実施状況

○国保の視点からの地域包括ケア推進・一体的実施の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況

○適切かつ健全な事業運営の実施状況

○法定外繰入の解消等

令和７年度の保険者努力支援制度 取組評価分

市町村分（400億円程度）

都道府県分（600億円程度）

○主な市町村指標の都道府県単位評価(※)
・特定健診・特定保健指導の実施率
・糖尿病等の重症化予防の取組状況
・個人インセンティブの提供
・個人への分かりやすい情報提供の実施
・後発医薬品の使用割合
・保険料収納率
・重複投与者・多剤投与者に対する取組
※都道府県平均等に基づく評価

○年齢調整後一人当たり医療費

・その水準が低い場合

・前年度(過去３年平均値)より一定程度改善

した場合

○重症化予防のマクロ的評価

・年齢調整後新規透析導入患者数が少ない場合

○重複投与者数・多剤投与者数

・重複投与者数が少ない場合

・多剤投与者数が少ない場合

○都道府県の取組状況

・医療費適正化等の主体的な取組状況

（こどもの医療の適正化等の取組、保険者協議会、

データ分析、重症化予防 等）

・法定外繰入の解消等

・保険料水準の統一

・医療提供体制適正化の推進

・事務の広域的及び効率的な運営の推進

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価 指標② 医療費適正化のアウトカム評価 指標③ 都道府県の取組状況
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指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

○こどもの医療の適正化等の取組



区分 指標

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

配
点

全体に
対する
割合

配
点

全体に
対する
割合

配
点

全体に
対する
割合

配点
全体に
対する
割合

配
点

全体に
対する
割合

配
点

全体に
対する
割合

共通①

(1)特定健康診査受診率 50 5.4% 70 7.0% 70 7.0% 70 7.3% 70 7.4% 50 6.0%

(2)特定保健指導実施率 50 5.4% 70 7.0% 70 7.0% 70 7.3% 70 7.4% 50 6.0%

(3)メタボリックシンドローム該当者及び予備軍の減少率 50 5.4% 50 5.0% 50 5.0% 50 5.2% 50 5.3% 25 3.0%

共通②

(1)がん検診受診率等 30 3.3% 40 4.0% 40 4.0% 40 4.2% 40 4.3% 40 4.8%

(2)歯科健診受診率等 25 2.7% 30 3.0% 30 3.0% 30 3.1% 35 3.7% 35 4.2%

共通③ 発症予防・重症化予防の取組 100 10.9% 120 12.0% 120 12.0% 120 12.5% 100 10.6% 70 8.3%

共通④

(1)個人へのインセンティブ提供 70 7.6% 90 9.0% 90 9.0% 45 4.7% 45 4.8% 40 4.8%

(2)個人への分かりやすい情報提供 20 2.2% 20 2.0% 20 2.0% 15 1.6% 20 2.1% 24 2.9%

共通⑤ 重複・多剤投与者に対する取組 50 5.4% 50 5.0% 50 5.0% 50 5.2% 50 5.3% 85 10.1%

共通⑥

(1)後発医薬品の促進等の取組 35 3.8%
130 13.0% 130 13.0% 130

13.5
%

130 13.8% 140 16.7%
(2)後発医薬品の使用割合 100 10.9%

固有① 保険料（税）収納率 100 10.9% 100 10.0% 100 10.0% 100 10.4% 100 10.6% 100 11.9%

固有② データヘルス計画の実施状況 50 5.4% 40 4.0% 40 4.0% 30 3.1% 25 2.7% 15 1.8%

固有③

(1)医療費通知の取組 25 2.7% 25 2.5% 25 2.5% 20 2.1% 15 1.6% -10 －

(2)こどもの医療の適正化等の取組 － － － － － － － － － － － －

固有④ 地域包括ケア・一体的実施 25 2.7% 25 2.5% 30 3.0% 40 4.2% 40 4.3% 40 4.8%

固有⑤ 第三者求償の取組 40 4.3% 40 4.0% 40 4.0% 50 5.2% 50 5.3% 41 4.9%

固有⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況 60 6.5% 95 9.5% 95 9.5% 100 10.4% 100 10.6% 85 10.1%

体制構築加点 40 4.3% ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

全体 体制構築加点含む 920 100％ 995 100％
1,0
00

100％ 960
100
％

940 100% 840 100%

取組評価分（市町村分） 各年度配点比較

令和７年度

配点
全体に対
する割合

50 5.1%

50 5.1%

25 2.5%

40 4.1%

35 3.5%

70 7.1%

40 4.0%

71 7.2%

105 10.6%

140 14.2%

100 10.1%

15 1.5%

-10 －

60 6.1%

40 4. 0%

41 4.1%

106 10.7%

988 100.0%
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指標② 医療費適正化のアウトカム評価【200億円程度】 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（ⅰ）年齢調整後１人当たり医療費 50 60 60 60 60 60

（ⅱ）重症化予防のマクロ的評価 － 20 20 20 20 20

（ⅲ）重複・多剤投与者数 － － － － 10 40

合計 50 80 80 80 90 120

取組評価分（都道府県分） 各年度配点比較

※ 改革施行後の医療費適正化の取組状況を見つつ、アウトカム評価の比重を高めていくものとする。 また、予算額については、予算編成過程において検討する。

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価【160億円程度】 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（ⅰ）特定健診受診率・特定保健指導実施率 20 24 24 25 25 20

（ⅱ）生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組 15 26 26 25 35 20

（ⅲ）個人インセンティブの提供・個人への分かりやすい情報提供 10 18 18 20 20 30

（ⅳ）後発医薬品の使用割合 20 22 22 20 20 20

（ⅴ）保険料（税）収納率 20 20 20 20 20 20

（ⅵ）重複・多剤投与者に対する取組 － － － － 15 30

体制構築加点 15 － － － － －

合計 100 110 110 110 135 140

指標③ 都道府県の取組状況に関する評価【240億円程度】 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（ⅰ）医療費適正化等の主体的な取組状況

・重症化予防、重複・多剤投与者への取組等 20 30 30 40 40 22

・市町村への指導・助言等 10 10 10 10 10 8

・保険者協議会への積極的関与 10 10 10 10 10 15

・都道府県によるKDB等を活用した医療費分析等 10 10 10 10 10 5

・データヘルス計画の支援状況 － － － － － －

・こどもの医療の適正化等の取組 － － － － － －

（ⅱ）法定外一般会計繰入の解消等・保険料水準の統一 30 35 41 40 40 80

（ⅲ）医療提供体制適正化の推進 25 25 5 5 5 20

（ⅳ）事務の広域的及び効率的な運営の推進 － － － － 10 20

合計 105 120 106 115 125 170

令和７年度

20

20

50

20

20

30

－

160

令和７年度

60

20

50

130

令和７年度

12

8

25

5

2

40

120

20

50

282

4

全体 255 310 296 305 350 430 572



市町村分について

5



令和７年度実施分

【共通指標①（１）特定健康診査の受診率】

令和６年度実施分
特定健康診査の受診率（令和４年度の実績を評価） 配点

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値（60％）を達
成している場合

40

② ①の基準を達成し、かつ受診率が令和３年度以上の値となっている
場合

10

③ ①の基準は達成していないが、受診率が令和４年度の市町村規模別
の自治体上位１割又は上位３割に当たる受診率を達成している場合

上位
１割
25

or

上位
3割
15

10万人以上

○○％（令和４年度上位１割）
○○％（令和４年度上位３割）

５万～10万人

○○％（令和４年度上位１割）
○○％（令和４年度上位３割）

１万人～５万人

○○％（令和４年度上位１割）
○○％（令和４年度上位３割）

３千人～１万人

○○％（令和４年度上位１割）
○○％（令和４年度上位３割）

３千人未満

○○％（令和４年度上位１割）
○○％（令和４年度上位３割）

④ ③に該当し、かつ令和３年度の実績と比較し、受診率が３（1.5）
ポイント以上向上している場合

20
(15)

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、令和３年度の実績と比較し、
受診率が３ポイント以上向上している場合

15

⑥ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、令和２年度から令和４年
度までの受診率が連続して向上している場合

5

⑦ 受診率が25％以上33％未満の値となっている場合（⑤又は⑥の基
準を達成している場合を除く。）

-15

⑧ 受診率が25％未満の値となっている場合（⑤又は⑥の基準を達成
している場合を除く。）

-30

⑨ ①及び③の基準は満たさず、かつ令和２年度から令和４年度までの
受診率が連続して低下している場合

-15
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令和７年度市町村取組評価分

特定健康診査の受診率（令和３年度の実績を評価） 配点 該当数 達成率

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値
（60％）を達成している場合

40 99 5.7%

② ①の基準を達成し、かつ受診率が令和２年度以上の値
となっている場合

10 82 4.7%

③ ①の基準は達成していないが、受診率が令和３年度の
市町村規模別の自治体上位１割又は上位３割に当たる受
診率を達成している場合

上位
１割
25

or

上位
3割
15

102

319

5.9%

18.3%

10万人以上

44.01％（令和３年度上位１割）
36.96％（令和３年度上位３割）

５万～10万人

44.49％（令和３年度上位１割）
39.38％（令和３年度上位３割）

１万人～５万人

48.13％（令和３年度上位１割）
42.16％（令和３年度上位３割）

３千人～１万人

51.63％（令和３年度上位１割）
45.40％（令和３年度上位３割）

３千人未満

62.29％（令和３年度上位１割）
52.87％（令和３年度上位３割）

④ ③に該当し、かつ令和２年度の実績と比較し、受診率
が３（1.5）ポイント以上向上している場合

20
(15)

207
(77)

11.9%
(4.4%)

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、令和２年度の実
績と比較し、受診率が３ポイント以上向上している場合

15 542 31.1%

⑥ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、平成29年
度の受診率から令和元年度の受診率が連続して向上して
いる場合

5 283 16.3%

⑦ 受診率が25％以上33％未満の値となっている場合
（⑤又は⑥の基準を達成している場合を除く。）

-15 91 5.2%

⑧ 受診率が25％未満の値となっている場合（⑤又は⑥
の基準を達成している場合を除く。）

-30 21 1.2%

⑨ ①及び③の基準は満たさず、かつ平成29年度の受診
率から令和元年度の受診率が連続して低下している場合

-15 104 6.0%

【令和７年度指標の考え方】
○ 年度の更新を行う。
○ 指標⑥・⑨については、新型コロナウイルス感染症の影響による補正を廃止し、直近３か年の実績を用いて評価を行う。



【共通指標①（２）特定保健指導の実施率】
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【令和７年度指標の考え方】
○ 年度の更新を行う。
○ 指標⑥・⑨については、新型コロナウイルス感染症の影響による補正を廃止し、直近３か年の実績を用いて評価を行う。

特定保健指導の実施率（令和４年度の実績を評価） 配点

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値（60％）を達成
している場合

40

② ①の基準を達成し、かつ実施率が令和３年度以上の値となっている
場合

10

③ ①の基準は達成していないが、実施率が令和４年度の市町村規模別
の自治体上位３割に当たる実施率を達成している場合

15

10万人以上

○○％（令和４年度上位３割）

５万～10万人

○○％（令和４年度上位３割）

１万人～５万人

○○％（令和４年度上位３割）

３千人～１万人

○○％（令和４年度上位３割）

３千人未満

○○％（令和４年度上位３割）

④ ③に該当し、かつ令和３年度の実績と比較し、実施率が５（3）ポイ
ント以上向上している場合

25
(15)

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、令和３年度の実績と比較し、
実施率が５ポイント以上向上している場合

15 

⑥ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、令和２年度から令和４年
度までの実施率が連続して向上している場合

5

⑦ 実施率が10％以上15％未満の値となっている場合（⑤又は⑥の基準
を達成している場合を除く。）

-15

⑧ 実施率が10％未満の値となっている場合（⑤又は⑥の基準を達成し
ている場合を除く。）

-30

⑨ ①及び③の基準は満たさず、かつ令和２年度から令和４年度までの
実施率が連続して低下している場合

-15

令和６年度実施分 令和７年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

特定保健指導の実施率（令和３年度の実績を評価） 配点 該当数 達成率

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値
（60％）を達成している場合

40 420 24.1%

② ①の基準を達成し、かつ実施率が令和２年度以上の
値となっている場合

10 263 15.1%

③ ①の基準は達成していないが、実施率が令和３年度
の市町村規模別の自治体上位３割に当たる実施率を達
成している場合

15 131 7.5%

10万人以上

23.34％（令和３年度上位３割）

５万～10万人

21.28％（令和３年度上位３割）

１万人～５万人

45.77％（令和３年度上位３割）

３千人～１万人

56.23％（令和３年度上位３割）

３千人未満

63.64％（令和３年度上位３割）

④ ③に該当し、かつ令和２年度の実績と比較し、実施
率が５（3）ポイント以上向上している場合

25
(15)

39
(11)

2.2%
(0.6%)

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、令和２年度の
実績と比較し、実施率が５ポイント以上向上している
場合

15 232 13.3%

⑥ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、平成29年
度の実施率から令和元年度の実施率が連続して向上し
ている場合

5 330 19.0%

⑦ 実施率が10％以上15％未満の値となっている場合
（⑤又は⑥の基準を達成している場合を除く。）

-15 114 6.5%

⑧ 実施率が10％未満の値となっている場合（⑤又は⑥
の基準を達成している場合を除く。）

-30 113 6.5%

⑨ ①及び③の基準は満たさず、かつ平成29年度の実施
率から令和元年度の実施率が連続して低下している場
合

-15 88 5.1%



【共通指標①（３）メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率】

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率
（令和４年度の実績を評価）

配点

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値（25％）を達
成している場合

20

② ①の基準を達成している場合、減少率が令和３年度以上の値と
なっている場合

5

③ ①の基準は達成していないが、減少率が全自治体の上位３割に当
たる○○％を達成している場合

10

④ ③の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、減少率が２
ポイント以上向上している場合

10

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、減少率が全自治体の上位５
割に当たる○○％を達成している場合

5

⑥ ⑤の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、減少率が２
ポイント以上向上している場合

10

⑦ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、令和３年度の実績と比
較し、減少率が３ポイント以上向上している場合

10

令和６年度実施分 令和７年度実施分

8

令和７年度市町村取組評価分

メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率
（令和３年度の実績を評価）

配点 該当数 達成率

① 第三期特定健康診査等実施計画期間における目標値
（25％）を達成している場合

20 16 0.9%

② ①の基準を達成している場合、減少率が令和２年度
以上の値となっている場合

5 16 0.9%

③ ①の基準は達成していないが、減少率が全自治体の
上位３割に当たる-3.00％を達成している場合

10 506 29.1%

④ ③の基準を達成し、かつ令和２年度の実績と比較し、
減少率が２ポイント以上向上している場合

10 80 4.6%

⑤ ①及び③の基準は達成していないが、減少率が全自
治体の上位５割に当たる-8.93％を達成している場合

5 348 20.0%

⑥ ⑤の基準を達成し、かつ令和２年度の実績と比較し、
減少率が２ポイント以上向上している場合

10 0 0.0%

⑦ ①、③及び⑤の基準は達成していないが、令和２年
度の実績と比較し、減少率が３ポイント以上向上し
ている場合

10 0 0.0%



9

【共通指標②（１）がん検診受診率等】

令和６年度実施分 令和７年度実施分

がん検診受診率等
（令和４年度の実績、令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのが
ん検診の平均受診率が25％を達成している場合

15

② ①の基準は達成していないが、胃がん、肺がん、大腸がん、
子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診の平均受診率が全自治体
の上位３割に当たる○○％を達成している場合

10

③ ①及び②の基準は達成していないが、胃がん、肺がん、大腸
がん、子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診の平均受診率が全
自治体の上位５割に当たる○○％を達成している場合

５

④ 令和３年度の実績と比較し、平均受診率が１ポイント以上向
上している場合

20

⑤ 受診率の向上のため、胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸が
ん、乳がんの５つのがん検診いずれかと特定健診を一体的に実
施している場合

2

⑥ 子宮頸がん及び乳がんのがん検診と特定健診を一体的に実施
している場合

３

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

令和７年度市町村取組評価分

がん検診受診率等
（令和３年度の実績、令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 胃がん、肺がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がん
の５つのがん検診の平均受診率が25％を達成して
いる場合

15 399 22.9%

② ①の基準は達成していないが、胃がん、肺がん、
大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診
の平均受診率が全自治体の上位３割に当たる
22.54％を達成している場合

10 124 7.1%

③ ①及び②の基準は達成していないが、胃がん、肺
がん、大腸がん、子宮頸がん、乳がんの５つのが
ん検診の平均受診率が全自治体の上位５割に当た
る17.74％を達成している場合

５ 349 20.0%

④ 令和２年度の実績と比較し、平均受診率が１ポイ
ント以上向上している場合

20 617 35.4%

⑤ 受診率の向上のため、胃がん、肺がん、大腸がん、
子宮頸がん、乳がんの５つのがん検診いずれかと
特定健診を一体的に実施している場合

2 1677 96.3%

⑥ 子宮頸がん及び乳がんのがん検診と特定健診を一
体的に実施している場合

３ 990 56.9%



【共通指標②（２）歯科健診受診率等】

令和６年度実施分 令和７年度実施分

10

歯科健診受診率等
（令和５年度の実績、令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 令和５年度の歯科健診の受診率が全自治体の上位３割に当たる
○○％を達成している場合

15

② ①の基準は達成していないが、令和５年度の歯科健診の受診率が
全自治体の上位５割に当たる○○％を達成している場合

10

③ 令和４年度の実績と比較し、受診率が１ポイント以上向上してい
る場合

15

④ 口腔内の健康の保持増進のための取組（セミナーや健康教室、歯
科保健指導等）を実施している場合

5

令和７年度市町村取組評価分

歯科健診受診率等
（令和４年度の実績、令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 令和４年度の歯科健診の受診率が全自治体の上位３
割に当たる9.00％を達成している場合

15 522 30.0%

② ①の基準は達成していないが、令和４年度の歯科健
診の受診率が全自治体の上位５割に当たる5.33％を達
成している場合

10 348 20.0%

③ 令和３年度の実績と比較し、受診率が１ポイント以
上向上している場合

15 449 25.8%

④ 口腔内の健康の保持増進のための取組（セミナーや
健康教室、歯科保健指導等）を実施している場合

5 1395 80.1%

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。



【共通指標③生活習慣病等の発症予防・重症化予防の取組実施状況】

令和６年度実施分 令和７年度実施分

【令和７年度指標の考え方】

○ 自治体の達成状況を踏まえ、配点割合の見直し、指標内容の明確化を行う。
○ ICTやPHRの利活用を推進する体制構築を評価対象に追加する。

生活習慣病等の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 生活習慣病（高血圧、糖尿病、脂質異常症）、脳血管疾患や心疾患等の循環器病、糖
尿病性腎症及び慢性腎臓病（CKD）等の発症予防・重症化予防の取組において、検査
結果（BMI、血圧、HbA1c等）を確認し、アウトカム指標により評価している場合

7

② 糖尿病性腎症重症化予防プログラム（令和６年３月28日改定）を踏まえた以下の基準
を全て満たす糖尿病性腎症重症化予防の取組を実施している場合

※ 取組方法については、受診勧奨、保健指導、受診勧奨と保健指導を一体化した取組
等の中から地域の実情に応じ適切なものを選択する

3
１ 対象者の抽出基準が明確であり、対象者の状態像に応じた取組であること

２ かかりつけ医と連携した取組であること

３ 保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること

４ 事業の評価を実施すること

５ 取組の実施に当たり、地域の実情に応じて各都道府県の糖尿病対策推進会議等
との連携（各都道府県による対応策の議論や取組内容の共有など）を図ること

③ ②の基準を満たす事業を実施する場合であって、事業実施過程で事業内容について、
郡市医師会をはじめとする地域の医療関係団体から助言と協力を受けている場合

5

④ ②の基準を満たす事業を実施する場合であって、健診結果のみならず、レセプトの請
求情報（薬剤や疾患名）も活用し、糖尿病性腎症対象者の概数を把握した上で、特定
健診受診者で糖尿病基準に該当（糖尿病性腎症含む）するが医療機関未受診の者及び
特定健診未受診者で過去に糖尿病治療歴があり現在治療中断している者を抽出し、受
診勧奨を実施している場合

20

⑤ ②の基準を満たす事業を実施する場合であって、対象者の抽出基準に該当した者のう
ち、受診勧奨や保健指導を実施した被保険者と受診勧奨や保健指導を実施していない
者でアウトカム評価指標を比較している場合

5

⑥ 生活習慣病等の重症化予防の取組において、対象者の希望や特性等に応じて、「標準
的な健診・保健指導プログラム（令和６年度版）」等に準じた遠隔面接（情報通信技
術を活用した面接）やアプリケーション等を用いた効果的な保健指導を実施できる体
制を構築している場合

5

⑦ 健康診査の結果等市町村が把握している保健医療情報（ＰＨＲ）に加え、対象者が自
ら日々測定する血圧・心拍数・体重・体脂肪・食事・運動・服薬等の健康状態等に関
するデータ（ＰＨＲ）を活用して、生活習慣病等の重症化予防についての効果的な保
健指導を実施している場合

5

⑧④ 禁煙を促す取組（セミナーや健康教室、個別の保健指導等）を実施している場合
（特定健診・特定保健指導以外）

5

11

令和７年度市町村取組評価分

生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組の実施状況
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 生活習慣病の発症予防・重症化予防の取組において、検査結果（BMI、
血圧、HbA1c等）を確認し、アウトカム指標により評価している場合

7 1672 96.0%

② 以下の基準を全て満たす糖尿病性腎症重症化予防の取組を実施してい
る場合

※ 取組方法については、受診勧奨、保健指導、受診勧奨と保健指導を
一体化した取組等の中から地域の実情に応じ適切なものを選択する

3 1664 95.6%
１ 対象者の抽出基準が明確であること

２ かかりつけ医と連携した取組であること

３ 保健指導を実施する場合には、専門職が取組に携わること

４ 事業の評価を実施すること

５ 取組の実施に当たり、地域の実情に応じて各都道府県の糖尿病対
策推進会議等との連携（各都道府県による対応策の議論や取組内
容の共有など）を図ること

③ 健診結果のみならず、レセプトの請求情報（薬剤や疾患名）も活用し、
糖尿病性腎症対象者の概数を把握した上で、特定健診受診者で糖尿病基
準に該当（糖尿病性腎症含む）するが医療機関未受診の者及び特定健診
未受診者で過去に糖尿病治療歴があり現在治療中断している者を抽出し、
受診勧奨を実施している場合

30 1542 88.6%

④ 禁煙を促す取組（セミナーや健康教室、個別の保健指導等）を実施し
ている場合（特定健診・特定保健指導以外）

5 1145 65.8%



【共通指標③生活習慣病等の発症予防・重症化予防の取組実施状況】

令和６年度実施分 令和７年度実施分

【令和７年度指標の考え方】

○ 自治体の達成状況を踏まえ、指標の廃止、指標内容の明確化を行う。

特定健診受診率向上の取組の実施状況
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 40～50歳代の特定健診受診率向上のための取組を実施している。（休日夜
間早朝の特定健診を実施をしている等）

5

② 40歳未満を対象とした健診実施後、健診結果において、生活習慣の改善が
特に必要と認められる者に対して保健指導を行っている、かつ医療機関を受
診する必要があると判断された者に対して医療機関の受診勧奨を行っている
場合

10

12

令和７年度市町村取組評価分

特定健診受診率向上の取組の実施状況
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 40～50歳代の特定健診受診率向上のための取組を実施してい
る。（休日夜間の特定健診を実施をしている等）

5 1639 94.1%

② 若い世代から健診への意識を高めるため、40歳未満を対象と
した健診を実施し、かつ、40歳未満の被保険者に対し、健康意
識の向上と健診等の実施率向上のための周知・啓発を行ってい
る場合

10 1453 83.3%

③ 40歳未満を対象とした健診実施後、健診結果において、生活
習慣の改善が特に必要と認められる者に対して保健指導を行っ
ている、かつ医療機関を受診する必要があると判断された者に
対して医療機関の受診勧奨を行っている場合

10 1277 73.3%



【共通指標④（１）個人へのインセンティブの提供の実施】

令和７年度実施分令和６年度実施分

個人へのインセンティブの提供の実施
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

以下の基準を満たす個人へのインセンティブの提供の取組を実施
している場合

① 一般住民の自主的な予防・健康づくりを推進するため、住民の
予防・健康づくりの取組や成果に応じてポイントを付与し、その
ポイント数に応じて報奨を設ける等の事業を実施し、事業の実施
後、当該事業が住民の行動変容につながったかどうか効果検証を
行った上で、当該検証に基づき事業改善を行うなどPDCAサイク
ルで事業の見直しを実施している場合

10

①の基準を満たす事業を実施する場合であって、以下を満たす事
業を実施している場合

② プログラム等の中での本人の取組に対する評価を、個人
へのインセンティブの提供の条件としている場合

10

③ 本人の取組の成果としての健康指標の維持や改善を、個
人へのインセンティブの提供の条件としている場合

10

④ 商工部局や都市整備部局等との連携または地域の民間企業や商
店街との連携による「健康なまちづくり」の視点を含めた個人へ
のインセンティブ提供に関する事業を実施している場合

10

【令和７年度の指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。 13

令和７年度市町村取組評価分

個人へのインセンティブの提供の実施
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

以下の基準を満たす個人へのインセンティブの提供
の取組を実施している場合

① 一般住民の自主的な予防・健康づくりを推進する
ため、住民の予防・健康づくりの取組や成果に応
じてポイントを付与し、そのポイント数に応じて
報奨を設ける等の事業を実施し、事業の実施後、
当該事業が住民の行動変容につながったかどうか
効果検証を行った上で、当該検証に基づき事業改
善を行うなどPDCAサイクルで事業の見直しを実
施している場合

10 1512 86.8%

①の基準を満たす事業を実施する場合であって、
以下を満たす事業を実施している場合

② プログラム等の中での本人の取組に対する
評価を、個人へのインセンティブの提供の条
件としている場合

10 1453 83.5%

③ 本人の取組の成果としての健康指標の維持
や改善を、個人へのインセンティブの提供の
条件としている場合

10 875 50.3%

④ 商工部局や都市整備部局等との連携または地域の
民間企業や商店街との連携による「健康なまちづ
くり」の視点を含めた個人へのインセンティブ提
供に関する事業を実施している場合

10 1274 73.2%



【令和７年度指標の考え方】

○ マイナ保険証の利用に関する周知広報に係る取組及びマイナ保険証利用
率に関する目標設定及びその達成状況を新たに評価する。

【共通指標④（２）個人への分かりやすい情報提供の実施】

令和７年度実施分
個人への分かりやすい情報提供の実施

（令和６年度の実施状況を評価）
配点

① 保険料の算定方法・納付や各種保険給付の支給要件・申請手続
方法を含む国民健康保険制度全般について、マイナ保険証のメ
リット・マイナ保険証での積極的な受診の周知広報を含めリーフ
レットを作成し、HP等において周知・広報している場合

５

② 被保険者証更新時や納入通知書の発送時等に、リーフレット等
を用いて、医療機関等における積極的なマイナ保険証での受診に
ついて周知・広報の取組をしている場合

５

③ 限度額適用認証の申請時に、HP・チラシ、申請様式等を用い
て、限度額適用認定証が不要となるマイナ保険証のメリットにつ
いて周知・広報の取組をしている場合

5

④ 保健事業を実施する際に、マイナポータルの健康・医療情報の
活用及び医療機関等における積極的なマイナ保険証での受診につ
いて周知・啓発の取組をしている場合

5

⑤ 被保険者証更新時や納入通知書の発送時等に、リーフレット等
を用いてマイナ保険証の利用に係るメリットや初回登録の手順に
ついて周知・広報の取組をしている場合

2

⑥ 市町村の国民健康保険担当部局と住民制度担当部局が連携・
協力することにより、マイナンバーカードの交付対象者が一気
通貫で被保険者証の利用申込をできるよう、交付対象者への支
援を行っている場合

2

⑦ 被保険者の予防・健康づくりを促進する観点から、マイナ
ポータルにより特定健診情報等が閲覧可能であることに関して
周知・啓発を行っている場合

５

⑧ マイナ保険証の利用率について、令和６年８月時点の利用率
を35％以上、令和６年11月時点の利用率を50％以上とする目標
をそれぞれ設定している場合

2

⑨ マイナ保険証の利用率について、⑧で設定した令和6年8月時
点の目標を達成している場合

10

令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

14

個人への分かりやすい情報提供の実施
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 被保険者証更新時や納入通知書の発送時等に、
リーフレット等を用いてマイナンバーカードの取
得促進について周知・広報の取組をしている場合

５ 1586 91.1%

② 被保険者証更新時や納入通知書の発送時等に、
リーフレット等を用いてマイナンバーカードの被
保険者証利用に係るメリットや初回登録の手順に
ついて周知・広報の取組をしている場合

2 1661 95.4%

③ 市町村の国民健康保険担当部局と住民制度担
当部局が連携・協力することにより、マイナン
バーカードの交付対象者が一気通貫で被保険者
証の利用申込をできるよう、交付対象者への支
援を行っている場合

2 1621 93.1%

④ 被保険者の予防・健康づくりを促進する観点
から、マイナポータルにより特定健診情報等が
閲覧可能であることに関して周知・啓発を行っ
ている場合

５ 1575 90.5%



15

【令和７年度指標の考え方】

○ マイナ保険証の利用率を評価対象に追加する。

【共通指標④（２）個人への分かりやすい情報提供の実施】

令和７年度実施分

個人への分かりやすい情報提供の実施
（令和６年度実績を評価）

配点

⑩ 被保険者数に対するマイナンバーカードの健康保険証利用登録
者数の割合が全自治体の上位１割に当たる○○％を達成している
場合

10

⑪ ⑩の基準は達成していないが、被保険者数に対するマイナン
バーカードの健康保険証利用登録者数の割合が全自治体の上位３
割に当たる○○％を達成している場合

5

⑫ マイナ保険証の利用率が全自治体の上位１割に当たる○○％を
達成している場合

20

⑬ ⑫の基準は達成していないが、マイナ保険証の利用率が全自治
体の上位３割に当たる○○％を達成している場合

10

⑭ ⑫及び⑬の基準は達成していないが、マイナ保険証の利用率が
全自治体の上位５割に当たる○○％を達成している場合

5

令和７年度市町村取組評価分

令和６年度実施分

個人への分かりやすい情報提供の実施
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

⑤ 被保険者数に対するマイナンバーカードの健
康保険証利用登録者数の割合が全自治体の上位
１割に当たる67.80％を達成している場合

10 177 10.2%

⑥ ⑤の基準は達成していないが、被保険者数に
対するマイナンバーカードの健康保険証利用登
録者数の割合が全自治体の上位３割に当たる
62.26％を達成している場合

5 345 19.8%



【共通指標⑤(1)(2)重複投与者・多剤投与者に対する取組】

令和７年度実施分

16

令和６年度実施分
重複投与者に対する取組

（令和６年度の実施状況、令和５年度の実績を評価）
配点

① 重複投与者の抽出基準を設定し、対象者を抽出した上で、
服薬情報の通知や個別に訪問・指導するなどの取組を実施
し、かつ、取組実施後に対象者の処方状況をレセプト等で
確認し実施前後で評価している場合

10

② ①を実施した上で、本人や支援者に服薬状況や副作用の改
善状況を確認し、実施前後で評価している場合

15

③ 重複投与者数（対被保険者1万人）が前年度から減少して
いること

30

④ 郡市区医師会や薬剤師会などの地域の医療関係団体等と連
携して重複投与の対策を実施している場合

10

令和７年度市町村取組評価分

多剤投与者に対する取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 多剤投与者の抽出基準を設定（※）し、対象者を抽出した
上で、服薬情報の通知や個別に訪問・指導するなどの取組
を実施し、かつ、取組実施後に対象者の処方状況をレセプ
ト等で確認し実施前後で評価している場合
※ 65歳以上の者について、医薬品をｎ種類以上投与されて
いる。ｎは９以上の数。65歳未満の者についても、適宜、
設定する。

10

② ①を実施した上で、本人や支援者に服薬状況や副作用の改
善状況を確認し、実施前後で評価している場合

15

③ 多剤投与者数（対被保険者1万人）が前年度から減少して
いること

10

重複投与者に対する取組
（令和５年度の実施状況、令和４年度の実績を
評価）

配点 該当数 達成率

① 重複投与者の抽出基準を設定し、対象者を
抽出した上で、服薬情報の通知や個別に訪
問・指導するなどの取組を実施し、かつ、取
組実施後に対象者の処方状況をレセプト等で
確認し実施前後で評価している場合

10 1547 88.9%

② ①を実施した上で、本人や支援者に服薬状
況や副作用の改善状況を確認し、実施前後で
評価している場合

15 1347 77.4%

③ 重複投与者数（対被保険者1万人）が前年度
から減少していること

10 458 26.3%

④ 郡市区医師会や薬剤師会等地域の医療関係
団体と連携して重複投与の対策を実施してい
る場合

５ 1281 73.6%

多剤投与者に対する取組
（令和５年度の実施状況、令和４年度の実績を
評価）

配点 該当数 達成率

① 多剤投与者の抽出基準を設定し、対象者を
抽出した上で、服薬情報の通知や個別に訪
問・指導するなどの取組を実施し、かつ、取
組実施後に対象者の処方状況をレセプト等で
確認し実施前後で評価している場合

10 1183 67.8%

② ①を実施した上で、本人や支援者に服薬状
況や副作用の改善状況を確認し、実施前後で
評価している場合

15 1034 59.2%

③ 多剤投与者数（対被保険者1万人）が前年度
から減少していること

10 526 30.2%

④ 郡市区医師会や薬剤師会等地域の医療関係
団体と連携して多剤投与の対策を実施してい
る場合

５ 1094 62.8%

【令和７年度指標の考え方】

〇 医療費適正化計画や多剤投与者に対する取組状況等を踏まえて指標と配点を見直す。



【共通指標⑤(3)薬剤の適正使用の推進に対する取組】

令和７年度実施分

17

令和６年度実施分

薬剤の適正使用の推進に対する取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 被保険者に対し、お薬手帳を１冊にまとめることやポリ
ファーマシーに関する周知・啓発を行っていない場合

-5

② 被保険者に対し、セルフメディケーションの推進（OTC
医薬品の普及を含む）のための周知・啓発を行っている場
合

5

令和７年度市町村取組評価分

薬剤の適正使用の推進に対する取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 被保険者に対し、お薬手帳を１冊にまと
めることやポリファーマシーに関する周
知・啓発を行っていない場合

-5 69 4.0%

② 被保険者に対し、セルフメディケーショ
ンの推進（OTC医薬品の普及を含む）の
ための周知・啓発を行っている場合

5 1622 93.2%

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。



【共通指標⑥ 後発医薬品の促進等の取組・使用割合】

令和７年度実施分

18

令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

後発医薬品の促進等の取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 後発医薬品の使用状況について、年齢別等に類型化
し、把握した上で、事業の目標数値を設定し、事業計
画等に記載している場合

5 1467 84.3%

①の取組に加え、以下の基準を全て満たす後発医薬品
の差額通知の事業を実施している場合

② 通知前後で後発医薬品への切り替えが行われている
か、国保連合会から提供される帳票等により確認し、
切り替え率及び切り替えによる削減額を把握している

5 1443 82.9%③ 被保険者に対し、後発医薬品についての更なる理解
の促進を図るため、差額通知等において、後発医薬品
の品質や使用促進の意義等に関する情報を記載してい
る

④ 被保険者に対し、リフィル処方箋について、周知・
啓発を行っている場合（その際、分割調剤等その他の
長期処方も合わせて周知・啓発することも考えられ
る）

10 1043 59.9%

後発医薬品の促進等の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 後発医薬品の使用割合の目標数値を設定し、事業計画等に記載し
ている場合

5

①の取組に加え、以下の基準を全て満たす後発医薬品の差額通知の
事業を実施している場合

② 通知前後で後発医薬品への切り替えが行われているか、国保
連合会から提供される帳票等により確認し、切り替え率及び
切り替えによる削減額を把握している

5
③ 被保険者に対し、後発医薬品についての更なる理解の促進を
図るため、差額通知等において、後発医薬品の品質や使用促
進の意義等に関する情報を記載している

④ 被保険者に対し、リフィル処方箋について、周知・啓発を行って
いる場合（その際、分割調剤等その他の長期処方も合わせて周知・
啓発することも考えられる）※

10

【令和７年度指標の考え方】

○ 市町村の達成状況等を踏まえ、指標の見直しを行う。

※リフィル処方箋に係る周知・啓発については、個々の被保険者に対し
周知・啓発を実施する取組が望ましい。



【共通指標⑥ 後発医薬品の促進等の取組・使用割合】

令和７年度実施分

19

令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

後発医薬品の使用割合
（令和４年度の実績を評価）

配点 該当数 達成率

① 後発医薬品の使用割合の政府目標である目標値
（80％）を達成している場合

70 1257 72.2%

② ①の基準を達成し、かつ使用割合が全自治体上位１
割に当たる87.58％を達成している場合

20 174 10.0%

③ ①の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、
使用割合が向上している場合

30 1141 65.5%

④ ①の基準は達成していないが、使用割合が全自治体
上位７割に当たる80.28％を達成している場合

30 0 0.0%

⑤ ④の基準を達成し、かつ令和３年度の実績と比較し、
使用割合が３ポイント以上向上している場合

25 0 0.0%

⑥ ①及び④の基準は達成していないが、令和３年度の
実績と比較し、使用割合が３ポイント以上向上してい
る場合

20 45 2.6%

⑦ ①の基準は満たさず、かつ令和２年度の使用割合か
ら令和４年度の使用割合が連続して低下している場合

-10 36 2.0%

後発医薬品の使用割合
（令和５年度の実績を評価）

配点

① 後発医薬品の使用割合の政府目標である目標値（80％）を達成し
ている場合

70

② ①の基準を達成し、かつ使用割合が全自治体上位１割に当たる
○○％を達成している場合

20

③ ①の基準を達成し、かつ令和４年度の実績と比較し、使用割合が
向上している場合

30

④ ①の基準は達成していないが、使用割合が全自治体上位７割に当
たる○○％を達成している場合

30

⑤ ④の基準を達成し、かつ令和４年度の実績と比較し、使用割合が
３ポイント以上向上している場合

25

⑥ ①及び④の基準は達成していないが、令和４年度の実績と比較し、
使用割合が３ポイント以上向上している場合

20

⑦ ①の基準は満たさず、かつ令和３年度の使用割合から令和５年度
の使用割合が連続して低下している場合

-10

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。



【固有指標① 保険料（税）収納率】

令和７年度実施分

保険料（税）収納率（令和５年度実績を評価） 配点

① 現年度分の収納率が令和５年度の市町村規模別の全自治体上位３割又は上位５
割に当たる収納率を達成している場合

上位
３割
50
or

上位
５割
35

10万人以上

○○％（令和５年度上位３割）

○○％（令和５年度上位５割）

５万～10万人

○○％（令和５年度上位３割）

○○％（令和５年度上位５割）

１万人～５万人

○○％（令和５年度上位３割）

○○％（令和５年度上位５割）

３千人～１万人

○○％（令和５年度上位３割）

○○％（令和５年度上位５割）

３千人未満

○○％（令和５年度上位３割）

○○％（令和５年度上位５割）

② 前年度（令和４年度）実績と比較し現年度分の収納率が１ポイント以上向上
している場合（令和４年度及び令和５年度の収納率が99％以上である場合を含
む）

25

③ ②の基準は達成していないが、令和４年度実績と比較し収納率が0.5ポイント
以上向上している場合（①で上位３割の収納率を達成している自治体において、
収納率が令和４年度以上の値となっている場合を含む）

10

④ ②及び③の基準は達成していないが、令和３年度から令和５年度の３か年平
均の収納率が①の基準の上位5割の収納率を満たしている場合

5

⑤ 滞納繰越分の収納率が令和４年度実績と比較し、5ポイント以上向上している
場合（令和４年度及び令和５年度の滞納繰越分の収納率が99％以上、又は滞納
繰越分がない場合を含む）

25

⑥ ⑤の基準は達成していないが、滞納繰越分の収納率が令和４年度実績と比較
し、２ポイント以上向上している場合

10

⑦ ⑤及び⑥の基準は達成していないが、滞納繰越分の収納率が令和４年度実績
と比較し、１ポイント以上向上している場合

５

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。 20

令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

保険料（税）収納率（令和４年度実績を評価） 配点 該当数 達成率

① 現年度分の収納率が令和４年度の市町村規模別の全自治体上
位３割又は上位５割に当たる収納率を達成している場合

上位
３割
50
or

上位
５割
35

520

349

29.9%

20.0%

10万人以上

94.59％（令和４年度上位３割）
93.64％（令和４年度上位５割）

５万～10万人

94.29％（令和４年度上位３割）
93.11％（令和４年度上位５割）

１万人～５万人

96.02％（令和４年度上位３割）
95.10％（令和４年度上位５割）

３千人～１万人

96.96％（令和４年度上位３割）
96.19％（令和４年度上位５割）

３千人未満

98.68％（令和４年度上位３割）
97.74％（令和４年度上位５割）

② 前年度（令和３年度）実績と比較し現年度分の収納率が１ポ
イント以上向上している場合（令和３年度及び令和４年度の収
納率が99％以上である場合を含む）

25 194 11.1%

③ ②の基準は達成していないが、令和３年度実績と比較し収納
率が0.5ポイント以上向上している場合（①で上位３割の収納
率を達成している自治体において、収納率が令和３年度以上の
値となっている場合を含む）

10 334 19.2%

④ ②及び③の基準は達成していないが、令和２年度から令和４
年度の３か年平均の収納率が①の基準の上位5割の収納率を満
たしている場合

5 521 29.9%

⑤ 滞納繰越分の収納率が令和３年度実績と比較し、5ポイント以
上向上している場合（令和３年度及び令和４年度の滞納繰越分
の収納率が99％以上、又は滞納繰越分がない場合を含む）

25 290 16.7%

⑥ ⑤の基準は達成していないが、滞納繰越分の収納率が令和３
年度実績と比較し、２ポイント以上向上している場合

10 258 14.8%

⑦ ⑤及び⑥の基準は達成していないが、滞納繰越分の収納率が
令和３年度実績と比較し、１ポイント以上向上している場合

５ 165 9.5%



【固有指標②データヘルス計画の実施状況】

令和７年度実施分
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令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分

データヘルス計画の実施状況
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

以下の基準を全て満たすデータヘルス計画の取組を
実施している場合

5 1703 97.8%

① データヘルス計画をホームページ等を通じて公
表の上、これに基づき保健事業を実施している

② データヘルス計画に係る個別の保健事業につい
て、データヘルス計画の目標等を踏まえたアウ
トカム指標を設定の上、実施しており、事業の
実施後も、そのアウトカム指標に基づき評価を
行っている

①及び②の取組に加え、以下の取組を実施している
場合

③ データヘルス計画に係る保健事業の実施・評価
に当たり、都道府県(保健所含む。)から意見を
求める場を設置している場合や都道府県（保健
所含む。）へ助言を求めている場合

５ 1542 88.6%④ データヘルス計画に係る保健事業の実施・評価
に当たり、外部有識者として地域の医師会等の
保健医療関係者等を構成員とする委員会または
協議会等（国保連合会の支援・評価委員会等）
の助言を得ている場合

⑤ KDB等各種データベースを活用し、データヘ
ルス計画に係る保健事業の実施・評価に必要な
データ分析（医療費分析を含む。）を行い、分
析結果に基づき、必要に応じて事業内容等の見
直しを行っている場合

5 1656 95.1%

【令和７年度指標の考え方】

○ 第３期データヘルス計画策定の手引きの改訂及び市町村の達成状況等を踏まえ、指標の新設及び統合を行う。

データヘルス計画の実施状況（令和６年度の実施状況を評価） 配点

① 新たに第３期データヘルス計画策定の手引きに基づき計画を
策定し、市町村における健康課題の抽出、標準化の取組、共通
の評価指標の設定、計画の目的・目標・戦略の設定、個別の保
健事業及び計画の評価・見直しなどを記載し、データヘルス計
画をホームページ等を通じて公表している場合

10

② 従来のデータヘルス計画の策定期間内であるため、第３期
データヘルス計画策定の手引きに基づき、新たに計画を策定し
ておらず、以下の基準を全て満たすデータヘルス計画の取組を
実施している場合

１ データヘルス計画をホームページ等を通じて公表の上、こ
れに基づき保健事業を実施している

２ データヘルス計画に係る個別の保健事業について、データ
ヘルス計画の目標等を踏まえたアウトカム指標を設定の上、
実施しており、事業の実施後も、そのアウトカム指標に基
づき評価を行っている

３ KDB等各種データベースを活用し、データヘルス計画に係
る保健事業の実施・評価に必要なデータ分析（医療費分析
を含む。）を行い、分析結果に基づき、必要に応じて事業
内容等の見直しを行っている場合

①又は②の取組に加え、以下の取組を実施している場合

③ データヘルス計画に係る保健事業の実施・評価に当たり、
都道府県(保健所含む。)から意見を求める場を設置している
場合や都道府県（保健所含む。）へ助言を求めている場合

５④ データヘルス計画に係る保健事業の実施・評価に当たり、
外部有識者として地域の医師会等の保健医療関係者等を構
成員とする委員会または協議会等（国保連合会の支援・評
価委員会等）の助言を得ている場合



令和７年度実施分
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医療費通知の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

医療費通知について、次の要件を満たす取組を実施していない場合

-10

① 以下の項目が明示されている場合
・被保険者が支払った医療費の額及び医療費の総額（10
割）又は保険給付費の額

・受診年月
・医療機関名
・入院、通院、歯科、薬局の別及び日数
・柔道整復療養費

② １年分の医療費を漏れなく通知している場合

③ 確定申告に使用可能な医療費通知について、確定申告開始
前までに10月診療分までの記載がなされたものを必要な情報
提供を行った上で、適切に通知している場合

令和６年度実施分

令和７年度市町村取組評価分 【固有指標③（１）医療費通知の取組】

医療費通知の取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

医療費通知について、次の要件を満たす取組を実施し
ていない場合

-10 10 0.6%

① 以下の項目が明示されている場合
・被保険者が支払った医療費の額及び医療費の総
額（10
割）又は保険給付費の額

・受診年月
・医療機関名
・入院、通院、歯科、薬局の別及び日数
・柔道整復療養費

② １年分の医療費を漏れなく通知している場合

③ 確定申告に使用可能な医療費通知について、確
定申告開始前までに10月診療分までの記載がな
されたものを必要な情報提供を行った上で、適切
に通知している場合

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。



【固有指標③（２）こどもの医療の適正化等の取組（新設）】
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【令和７年度（予定）指標の考え方】

○ こどもの医療の適正化等の取組を評価する。

令和７年度市町村取組評価分

こどもの医療の適正化等の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 地方単独事業として実施しているこどもの医療費助成制度について、年齢にかかわらず、外来で医療機関を受診する際、窓口での支払いが必要
な制度としている場合（外来医療費を無償化せず自己負担を設けている場合など）

50

② 地方単独事業として実施しているこどもの医療費助成制度について、外来で医療機関を受診する際、窓口での支払いが不要な制度から窓口での
支払が必要な制度に、令和６年度に変更した場合（医療費助成の対象となる年齢層のうち一部の年齢層の制度変更を含む）

20

③ 地方単独事業として実施しているこどもの医療費助成制度と合わせ、医療費助成担当部局と連携し、こどもの保護者に対して適切な受診を促す
周知・啓発を実施している場合

５

④ ③の取組を実施していない場合 -5

⑤ こどもの急な病気やけがへの対応等（夜間・休日の小児救急医療の輪番制等の体制構築に係る案内・情報提供など）を実施している場合 ５



(1)地域包括ケア推進の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

国保の視点から地域包括ケアの推進に資する下記のような取組
を国保部局で実施している場合

① 地域包括ケアの構築に向けた医療・介護・保健・福祉・住ま
い・生活支援など部局横断的な議論の場に国保部局として参
画し、KDB等を活用したデータ提供等により地域の課題を共
有し、対応策を検討するとともに、地域支援事業に国保部局
として参画

8

② KDB等を活用して前期高齢者等のハイリスク群・予備群等を
抽出し、国保部局として当該ターゲット層に対する支援を実
施（お知らせや保健師等専門職による個別支援、介護予防を
目的とした取組等）

7

③ 国保直診施設等を拠点とした取組をはじめ、医療・介護関係
機関の連携による地域包括ケアの推進に向けた取組の実施

5

令和７年度実施分

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

【固有指標④(1)地域包括ケア推進・(2)一体的実施の取組】

令和６年度実施分
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(2)一体的実施の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 後期高齢者医療広域連合から保健事業実施の委託を受け、専
門職を活用し、国保の保健事業について後期高齢者医療制度
の保健事業と介護保険の地域支援事業と一体的に実施

10

② ①の事業の実施に当たり、国保のデータに加え、後期高齢者
医療及び介護保険のデータについても、ＫＤＢ等を活用した
分析を総合的に実施

10

令和７年度市町村取組評価分

(1)地域包括ケア推進の取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

国保の視点から地域包括ケアの推進に資する下記
のような取組を国保部局で実施している場合

① 地域包括ケアの構築に向けた医療・介護・保
健・福祉・住まい・生活支援など部局横断的な議
論の場に国保部局として参画し、KDB等を活用し
たデータ提供等により地域の課題を共有し、対応
策を検討するとともに、地域支援事業に国保部局
として参画

8 1309 75.2%

② KDB等を活用して前期高齢者等のハイリスク
群・予備群等を抽出し、国保部局として当該ター
ゲット層に対する支援を実施（お知らせや保健師
等専門職による個別支援、介護予防を目的とした
取組等）

7 1246 71.6%

③ 国保直診施設等を拠点とした取組をはじめ、医
療・介護関係機関の連携による地域包括ケアの推
進に向けた取組の実施

5 1117 64.2%

(2)一体的実施の取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 後期高齢者医療広域連合から保健事業実施の委
託を受け、専門職を活用し、国保の保健事業につ
いて後期高齢者医療制度の保健事業と介護保険の
地域支援事業と一体的に実施

10 1357 77.9%

② ①の事業の実施に当たり、国保のデータに加え、
後期高齢者医療及び介護保険のデータについても、
ＫＤＢ等を活用した分析を総合的に実施

10 1327 76.2%



【固有指標⑤第三者求償の取組】

令和７年度実施分

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。

令和６年度実施分
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第三者求償の取組
（令和６年度の実施状況を評価）

配点

① 消防や地域包括支援センター、警察、病院、保健所、消費生活セ
ンター等の２種類以上の関係機関から救急搬送記録等の第三者行為
による傷病発見の手がかりとなる情報の提供を受ける体制が構築さ
れており、その構築した体制を用いて提供された情報をもとに勧奨
を行った場合（勧奨すべき案件がない場合も含む）

７

② 医療機関窓口での傷病届提出勧奨の周知や該当レセプトへの「10.
第３」の記載の徹底に向けた医療機関との協力体制を構築している
場合

７

③ レセプトの抽出条件として、「10.第３」の記載のほかに、「傷病
名」等の条件を追加している場合

７

④ ③の基準を満たす場合であって、勧奨すべき抽出件数のうち勧奨
割合が９割以上の場合

７

⑤ 管理職級職員も含め第三者求償研修に参加している場合 3

⑥ 第三者求償事務に係る評価指標の４指標（※）について、目標を
設定しており、令和５年度の数値目標をすべて達成している場合

※ 傷病届の早期提出割合、勧奨後の傷病届早期提出割合、傷病届
受理日までの平均日数、レセプトへの「10.第三」の記載率。
（令和３年８月６日国民健康保険課長通知）

10

⑦ 第三者求償事務に係る評価指標の４指標（※）について、目標を
設定しており、令和５年度の数値目標を２つ以上達成している場合
（上記⑥を達成している市町村は除く）

5

令和７年度市町村取組評価分

第三者求償の取組
（令和５年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 消防や地域包括支援センター、警察、病院、保健所、
消費生活センター等の２種類以上の関係機関から救急搬
送記録等の第三者行為による傷病発見の手がかりとなる
情報の提供を受ける体制が構築されており、その構築し
た体制を用いて提供された情報をもとに勧奨を行った場
合（勧奨すべき案件がない場合も含む）

７ 1302 74.8%

② 医療機関窓口での傷病届提出勧奨の周知や該当レセプ
トへの「10.第３」の記載の徹底に向けた医療機関との
協力体制を構築している場合

７ 1463 84.0%

③ レセプトの抽出条件として、「10.第３」の記載のほか
に、「傷病名」等の条件を追加している場合

７ 1626 93.4%

④ ③の基準を満たす場合であって、勧奨すべき抽出件数
のうち勧奨割合が９割以上の場合

７ 1300 74.7%

⑤ 管理職級職員も含め第三者求償研修に参加している場
合

3 1635 93.9%

⑥ 第三者求償事務に係る評価指標の４指標（※）につい
て、目標を設定しており、令和４年度の数値目標をすべ
て達成している場合

※ 傷病届の早期提出割合、勧奨後の傷病届早期提出割
合、傷病届受理日までの平均日数、レセプトへの「10.
第三」の記載率。
（令和３年８月６日国民健康保険課長通知）

10 281 16.1%

⑦ 第三者求償事務に係る評価指標の４指標（※）につい
て、目標を設定しており、令和４年度の数値目標を２つ
以上達成している場合（上記⑥を達成している市町村は
除く）

5 435 25.0%



令和７年度実施分

【固有指標⑥（ⅰ）適用の適正化状況】

令和６年度実施分
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令和７年度市町村取組評価分

(1)居所不明被保険者の調査 配点 該当数 達成率

① 「取扱要領」を策定しており、かつ、居所不明
被保険者の調査を行い、職権による住基抹消を担当
課へ依頼するなど、その解消に努めている場合（居
所不明被保険者がいない場合も含む）

２ 1601 92.0%

(2)所得未申告世帯の調査 配点 該当数 達成率

① 全世帯に占める推計賦課世帯及び未申告世帯の
割合が、前年度と比較して、減少している場合

3 1031 59.2％

(3)国年被保険者情報を活用した適用の適正化 配点 該当数 達成率

① 日本年金機構と契約を締結して、国民年金被保
険者情報を適用の適正化に活用している場合

3 1456 83.6%

(1)居所不明被保険者の調査 配点

① 「取扱要領」を策定しており、かつ、居所不明被保険者の調
査を行い、職権による住基抹消を担当課へ依頼するなど、その解
消に努めている場合（居所不明被保険者がいない場合も含む）

２

(2)所得未申告世帯の調査 配点

① 全世帯に占める推計賦課世帯及び未申告世帯の割合が、前年
度と比較して、減少している場合

3

(3)国年被保険者情報を活用した適用の適正化 配点

① 日本年金機構と契約を締結して、国民年金被保険者情報を適
用の適正化に活用している場合

3 2

(4)オンライン資格確認の資格情報を活用した適用の適正化 配点

① オンライン資格確認等システムにおける「資格重複状況結果
一覧」を適用の適正化に活用している場合

２

【令和７年度指標の考え方】

○ オンライン資格確認の資格情報の活用を評価対象に追加する。



令和７年度実施分

(1)レセプト点検の充実・強化 配点

① 柔道整復療養費について、多部位、長期または頻度が高い施術
患者に対して、負傷部位や原因の調査等を実施し、患者に対する適
正受診の指導を行っている場合

5

② 令和５年度（４～３月）の１人当たりの財政効果額が前年度
（４～３月）と比較して、向上しており、かつ１人当たりの財政効
果額が全国平均を上回っている場合

5

(２)一部負担金の適切な運営 配点

① 医療機関からの申請がある場合、一部負担金の保険者徴収制度
を適切に運営している場合（医療機関から申請がない場合も含む）

3

【固有指標⑥（ⅱ）給付の適正化状況】

令和６年度実施分

27

令和７年度市町村取組評価分

(1)レセプト点検の充実・強化 配点 該当数 達成率

① 柔道整復療養費について、多部位、長期または
頻度が高い施術患者に対して、負傷部位や原因の
調査等を実施し、患者に対する適正受診の指導を
行っている場合

5 1287 73.9%

② 令和４年度（４～３月）の１人当たりの財政効
果額が前年度（４～３月）と比較して、向上して
おり、かつ１人当たりの財政効果額が全国平均を
上回っている場合

5 268 15.4%

(２)一部負担金の適切な運営 配点 該当数 達成率

① 医療機関からの申請がある場合、一部負担金の
保険者徴収制度を適切に運営している場合（医療
機関から申請がない場合も含む）

3 745 42.8%

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新を行う。



【固有指標⑥（ⅲ）保険料（税）収納対策状況】

令和７年度実施分令和６年度実施分

28

(1)保険料（税）収納率の確保・向上 配点

① 令和５年度の普通徴収について、口座振替やクレジットカー
ド払い等、自動引落により保険料を納付している世帯数の割合が、
前年度より向上している場合

7

② コンビニ収納やペイジー等、被保険者による保険料自主納付
方法の利便性拡大に寄与する取組を実施している場合

5

③ 滞納者について、再三の督促、催促にもかかわらず納付に応
じない場合は、実情を踏まえた上で財産調査、差押え等の滞納処
分を行う方針を定めており、かつ、滞納理由が経済的な困窮であ
ること等を把握した場合に、自立相談支援機関を案内するなど、
必要に応じて生活困窮者自立支援制度担当部局との連携を行って
いる場合

５

(2)外国人被保険者への周知 配点

① 外国人被保険者に対し、国保制度の概要（保険料納付の必要
性を含む）について記載された外国語のパンフレットや納入通知
書等を作成し、制度の周知・収納率の向上を図っている場合

３

【令和７年度指標の考え方】

〇 年度の更新を行う。

令和７年度市町村取組評価分

(1)保険料（税）収納率の確保・向上 配点 該当数 達成率

① 令和４年度の普通徴収について、口座振替や
クレジットカード払い等、自動引落により保険
料を納付している世帯数の割合が、前年度より
向上している場合

7 768 44.1%

② コンビニ収納やペイジー等、被保険者による
保険料自主納付方法の利便性拡大に寄与する取
組を実施している場合

5 1539 88.4%

③ 滞納者について、再三の督促、催促にもかか
わらず納付に応じない場合は、実情を踏まえた
上で財産調査、差押え等の滞納処分を行う方針
を定めており、かつ、滞納理由が経済的な困窮
であること等を把握した場合に、自立相談支援
機関を案内するなど、必要に応じて生活困窮者
自立支援制度担当部局との連携を行っている場
合

５ 1602 92.0%

(2)外国人被保険者への周知 配点 該当数 達成率

① 外国人被保険者に対し、国保制度の概要（保
険料納付の必要性を含む）について記載された
外国語のパンフレットや納入通知書等を作成し、
制度の周知・収納率の向上を図っている場合

３ 1509 86.7%



【固有指標⑥（ⅳ）法定外繰入の解消等】

※ 赤字削減・解消計画については、「国民健康保険「国民健康保険保険者の赤字削減・解消計画の策定等に
ついて」（平成30年１月29日付け保国発0129第２号国民健康保険課長通知。）において示された様式に
準拠したものに限る。

令和７年度実施分令和６年度実施分

29

令和７年度市町村取組評価分

決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減
（令和４年度の実施状況を評価）

配点 該当数 達成率

① 令和４年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等
を行っていない場合

30 1505 86.4%

年次毎の削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・
解消計画を策定しており、
・令和４年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の
金額が減少
・解消予定年度が令和５年度以内
の場合であって、次の要件に該当している場合

② 令和４年度の削減予定額（率）を達成している場合 20 23 1.3%

③ 令和４年度の削減予定額（率）は達成していないが、その3/4
以上の額（率）を削減している場合

10 2 0.1%

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定め
た赤字削減・解消計画を策定しており、
・令和４年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の
金額が減少
・解消予定年度が令和６年度以降令和８年度以内
の場合であって、次の要件に該当している場合

④ 令和４年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、達成してい

たとしても⑤とする。

5 23 1.3%

⑤ 令和４年度決算において削減予定額（率）を達成していない
場合

-5 8 0.5%

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定め
た赤字削減・解消計画を策定しており、
・令和４年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の
金額が減少
・解消予定年度が令和９年度以降
の場合であって、次の要件に該当している場合

⑥ 令和４年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、達成してい

たとしても⑦とする。

-5 6 0.3%

⑦ 令和４年度決算において、削減予定額（率）を達成していない
場合

-20 14 0.8%

⑧ 赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を
定めた赤字削減・解消計画を策定しているが、令和４年度決算にお
いて決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の金額が減少していな
い場合

-25 109 6.3%

⑨ 計画策定対象市町村※であるにもかかわらず、赤字削減・解消計
画を策定していない場合、又は赤字削減・解消計画を策定している
が、赤字の削減目標年次、削減予定額（率）若しくは具体的な取組
内容のいずれかを定めていない場合
※令和４年度までに赤字の解消が確実に見込まれるとして赤字削減・解消計

画を策定していなかったが、令和４年度決算において決算補填等目的の法定
外繰入等を行っている場合を含む。

-30 2 0.1%

決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の削減
（令和５年度の実施状況を評価）

配点

① 令和５年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等を行っていない
場合

50

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解
消計画を策定しており、
・令和５年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の金額が減少
・解消予定年度が令和６年度以降令和８年度以内
の場合であって、次の要件に該当している場合

② 令和５年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、達成していたとしても③と

する。

5

③ 令和５年度決算において削減予定額（率）を達成していない場合 -5

赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削減・解
消計画を策定しており、
・令和５年度決算において決算補填等目的の法定外一般会計繰入等の金額が減少
・解消予定年度が令和９年度以降
の場合であって、次の要件に該当している場合

④ 令和５年度の削減予定額（率）を達成している場合
※計画初年度からの平均削減予定額(率)が10%未満の場合は、達成していたとしても⑤とす

る。

-5

⑤ 令和５年度決算において、削減予定額（率）を達成していない場合 -20

⑥ 赤字の削減目標年次、削減予定額（率）及び具体的な取組内容を定めた赤字削
減・解消計画を策定しているが、令和５年度決算において決算補填等目的の法定外
一般会計繰入等の金額が減少していない場合

-25

⑦ 計画策定対象市町村※であるにもかかわらず、赤字削減・解消計画を策定してい
ない場合、又は赤字削減・解消計画を策定しているが、赤字の削減目標年次、削減
予定額（率）若しくは具体的な取組内容のいずれかを定めていない場合
※令和５年度までに赤字の解消が確実に見込まれるとして赤字削減・解消計画を策定していな

かったが、令和５年度決算において決算補填等目的の法定外繰入等を行っている場合を含む。

-30

【令和７年度指標の考え方】

○ 年度の更新及び更新に応じた内容の修正を行う。



令和７年度実施分

(1)国保運営協議会の体制強化 配点

① 国保運営協議会の体制強化のために、被用者保険の代表委員を加
えている場合

3

(2)事務の標準化、効率化・コスト削減、広域化に係る取組 配点

①地方公共団体情報システムの標準化の取組において、市町村事務処理標準シ
ステムを導入（予定含む）し、国民健康保険システムの標準化を実施する場
合

3

②地方公共団体情報システムの標準化の取組において、市町村事務処理標準シ
ステム又はその他の国民健康保険システムをガバメントクラウドを利用して
導入（予定含む）する場合

３

(3) 申請手続きの利便性の向上 配点

① 被保険者から保険者への申請手続について、オンラインによる手続を設け
ている場合

５

【固有指標⑥（ⅴ）その他】

令和６年度実施分
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令和７年度市町村取組評価分

(1)国保運営協議会の体制強化 配点 該当数 達成率

① 国保運営協議会の体制強化のために、被用者保険
の代表委員を加えている場合

3 658 37.8%

(2)事務の標準化、効率化・コスト削減、広域化に係る
取組

配点 該当数 達成率

①事務の共同化、効率化・コスト削減、広域化、セキュリテ
イ強化等を図るために、都道府県内の複数市町村によるシ
ステムの共同利用（クラウド等）を導入している場合

3 852 48.9%

② 事務の共同化、効率化・コスト削減、広域化、セキュリ
テイ強化等を図るために、ガバメントクラウドへの導入又
は移行を予定している場合

３ 759 43.6%

(3) 申請手続きの利便性の向上 配点 該当数 達成率

① 被保険者から保険者への申請手続について、オンライン
による手続を設けている場合

５ 678 39.0%

【令和７年度指標の考え方】

○ 地方公共団体情報システムの標準化の取組を踏まえて指標の見直しを行う。


